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帝国鉄道協会の成立   

一日本鉄道業の発展と業界団体－  

中   村   尚   史  

にすることにある。  はじめに  

明治期の鉄道業は官営鉄道だけでなく大小   

本稿の主たる目的は、帝国鉄道協会の設立過  様々な多くの民営鉄道によって担われていた。  

程を詳細に検討することを通して、日本鉄道業   1899（明治32）年段階におけるその構成をみる  

の発展を支えた業界団体の性格と機能を明らか  と、第1表の通りである。ここからわかるよう  

第1表 日清戟後における日本の鉄道企業（1899年度末現在）  

営業距離 払込資本金 興発禁戸定 従業員数 開業年  主要路線  

Km  千円  千円  人  
20，065  1872  克子毎道線、北陸線、信越線、奥羽線  
9，670  1883  高崎線、東北線、両毛線、水戸線、磐≠成線  
6，107  1889  門司－ノし代間、鳥栖一長崎間、筑豊線   
3，272  1888  神戸一三田尻間  
1，858  1889  名．古屋一網島間、亀山一津間、柘植一草津間  
2，459サ室蘭、買鮎左内間、：夕張線  
652  1897  直江津－」召垂間  
794  1896  手中崎一福知山間  
771 1895  行橋一宇佐、川崎間  
605  1897  難波一手口歌山間  
356  1897  京都一園部間  
615  1889  音奏町一案良問、天∃三専一大阪間  
257  1898  岡山一津山間  
785  1894  本所一朗良子問  
320  1895  京都一桜井間  
210  1898  郡山一若松間  
264  1898  妙見一厳木間  
316  1896  千葉一大原間  
400  1888  飯田町－ノし王子間  
96  1898  大阪一安治ノIl口間  
265  1893  山田一津間  
272  1894  飾磨一生野間  
267  1899 ；把千住一久審問  
167  1898  大」、路一長野間  
333  1889  琴平】高松間  
179  1898  橋本一五条間、手口歌山一舟戸間  
220  1896  佐倉一佐原間  
220  1898  七尾一津幡間  
122  1∈；98  彦根一ノし日市間  
235  1898  徳島一山崎間  
155  1897  吉田一新城間  
130  1896  高日］一川端間  
136  1898  弥富一萩原間  
78  1897  水戸一太田間  
145  1897  高岡一城端間  
116  1897  高峰仁一下仁田間  
81 1898  三島一大仁間  
85  1894  国分寺一川越問  
49  1899  柏原一富田林間  
169  1888  高浜一横河原間  
58  1894  立川一日向不口田間  
63  1896  郡中一藤原間  
71 1894  葛生一越＿名聞  
48  1895  松山一古町間  

鉄
 
 

1，340  88，153  
1，379   44，700   45，068   

531  29，056   28，509   

451  18，481   20，663   

239  13，580   13，265   

333  6，830  7，493   
136  3，700  5，956   
110  4，000  5，865  
85  6，080  5，060  
62  3，692  3，717  
36  3，863  3，611  
73  3，180  3，348  
56  3，024  3，037   
115  3．000  2，988  
61  2，150  2，244  
63  2，289  2，216  
29  1，200  2，107  
57  1，258  1，845  
43  2，040  1，792  
6  1，650  1，644  
42  1，590  1，586  
49  1，111  1，544  
40  1，166  1，443  
17  1，228  1，362  
44  1，300  1，298  
22  1，178  1，142  
40  1，713  1，129  
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713  1，096  

874  969  

660  789  

500  789  

650  778  

600  642  

350  589  

489  534  

400  520  

253  499  

330  341  

161  237  

273  189  

200  174  

180  174  

150  131   

60  60  

5．845  169．899   266，598   53．536  

（出典）『明治三十二年度鉄道局年報』及『第二回北海道鉄道部年報』（1899年度）。  

（備考）年度内に開業した会社のみを記載。  
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に当該期には、官営鉄道と民営鉄道会社43社の  

合計44事業体によって、日本の鉄道建設が進め  

られていた。このように多数の事業主体が、同  

時に事業を展開していた以上、営業面や人的資  

源調達の面などで、何らかの企業間競争が生じ  

ることは避けられない。しかし一方で鉄道は、  

敷設した線路を動かせないことから、退出が容  

易ではなく、一旦始まった競争は際限なく続く  

可能性がある。このような破滅的な事態を避け  

るためには、平行線を認可しないといった政策  

的な対応とともに、各鉄道企業間の利害を調整  

ないし調停するシステムが必要といえる。さら  

に新技術を駆使した当時の先端産業であった鉄  

道業にとって、最新の技術情報や経営ノウハウ  

を如何に獲得するのかという点も、重要な課題  

であった。このような利害の調整や相互間の意  

思疎通、情報の共有をはかるため、1899年に官  

営鉄道を含む全国の鉄道業関係者が結成したの  

が、帝国鉄道協会である。   

以上の点から、帝国鉄道協会は明治期の鉄道  

業の発展を支えた一つの重要な組織であったと  

思われる。しかしそれに関する研究は、老川慶  

喜氏が『鉄道時報』創刊との関係で簡単な紹介  

を行っている1）以外、ほとんど進展していない  

のが現状である。そこで本稿では第一の課題と  

して、帝国鉄道協会の設立過程を明らかにし、  

日本鉄道業の形成過程における同協会の位置と  

役割を考えることにしたい。   

ところで、筆者が帝国鉄道協会に注目するも  

う一つの理由は、その会員名簿が当該期の鉄道  

従業員の構成と特徴を考える際の手掛かりを提  

供し得る点にある。鉄道は土木、機械工作、運  

第70巻 第4・5合併号  

転、運輸、会計、庶務といった多くの職能から   

成り立っており、その従業員の全体像を把握す   

ることは容易ではない。さらに従来の鉄道労働   

史研究は、機関手や機械工、土木作業員といっ   

た労働者層の研究2）に集中し、技術者や事務系   

職貞、運行管理者といったいわゆる職員層に関   

する研究が手薄であった。その最大の原因は、   

やはり職貞層に関する史料の不足に求められ  

る。これに対して帝国鉄道協会に加入した人の   

多くが鉄道企業の経営者と職員であったことを   

考えると、2000人におよぶその会員を分析する  

ことは、明治期鉄道業における職員層の動向を   

考える上で有効な手段となり得るであろう。そ  

こで本稿では、このような分析を行う前提とし  

て、まず明治中後期における鉄道従業員の量的   

推移を検討し、その上で帝国鉄道協会正会員の   

特徴を考えることにしたい。  

第1章 鉄道業の発展と鉄道従業員  

第1節 明治中後期における鉄道業の発展   

まず最初に、本稿の主たる研究対象時期であ  

る明治中後期において、鉄道業がどのような発  

展を遂げていたかという点を概観したい。   

周知のように日本の鉄道業は、明治5（1872）  

年の官営鉄道新橋・横浜間開業によって産声を  

上げ、以後、1881（明治14）年の日本鉄道会社  

設立までは、基本的に官営鉄道のみによって建  

設運営されていた。しかし1883年、日本鉄道が  

上野・熊谷間を仮開業して以降、日本では官民  

2）この点については、労働運動史研究会編『黎明期   

日本労働運動の再検討』（労働旬報社、1979年）に所   
収された西成田豊氏、青木正久氏、池田信氏の研究   
や大夫悠三子「労働社会の『変革』と鉄道会社」『交   

通史研究』第50号（2002年）などを参照。  
1）老川慶喜「『鉄道時報』解題」（『復刻版鉄道時報』   

第9巻、1998年1月、八朔社）  

一 98 －   



帝国鉄道協会の成立  

道の伸びが一旦鈍化するものの、官営鉄道の停  

滞と民営鉄道の発展という傾向は1890年代を通  

じて変わらず、1900年の民営鉄道の営業距離は  

官営鉄道の約3倍になっていた。この間、民営  

鉄道の資本金額および会社数の推移をみると、  

1887～89年、1895～98年という2回の鉄道ブー  

ムを経て、鉄道業が会社数40、払込資本金総額  

2億円を超える一大産業セクターに成長して  

いったことがわかる。その産業構造を概観する  

ために、第1表を用いて1899年度末時点におけ  

る鉄道企業のランキング（興業費ベース）をみ  

ると、日本鉄道、九州鉄道、山陽鉄道、関西鉄  

道、北海道炭磯鉄道といった第一次企業勃興期  

までに設立された幹線の大規模鉄道（幹線鉄  

道）が上位に位置し、ついで北越鉄道、阪鶴鉄  

双方の建設・運営主体が併存することになり、  

とくに第一次鉄道熟を経た1880年代後半には、  

財政難のために路線建設が滞りがちな官営鉄道  

を尻目に、民営鉄道の営業距離が急速に伸び始  

める。第2表からその様子を確認すると、官営  

鉄道は東海道鉄道建設の関係で1888年に年間  

323キロメートル、翌89年に169キロメートルと  

いう大幅な路線延長を達成した後、営業距離の  

伸びが全くストップしたことがわかる。これに  

対して、民営鉄道は第一次企業勃興期（1886～  

89年）に生じた鉄道会社設立ブーム（第一次鉄  

道熱）の影響で、1887年から92年にかけて、年  

間200～500キロメートルもの線路延長を記録  

し、1890年には早くも官営鉄道の営業距離を凌  

駕した。その後、明治23年恐慌の影響で民営鉄  

第2表 明始期鉄道業の展開過程  

年度   線路距離（Km）  官営鉄道建設費（千円）   民営鉄道資本金（千円）  会社数  

官営鉄道  同増加分  民営鉄道  同増加分  固定資本  同増加分   払込   同増加分  免許 開業 合併 累計   

1881   162   11，593   471   1  0  

82   184  23   12，349   756   0  

83   202   18  101   101  859   3，822   3，822  1 1  

84   202   0   130   29  13，873   665   5，163   1，341   1  1   

85   270   68   217   87  14，887   1，014   6，648   1，486   1  2   

86   336   66   267   50  17，280   2，393   8，274   1，626   1  2   

87   393   58   472   205  22，448   5，168   9，072   798   2  2   

88   716   323   654   182  29，797   7，350   14，997   5，924   6   4  6   

89   886   169   943   289  31，618   1，821   27，943   12，947   4   5  11   

1890   886   0  1，365   422  32，761   1，142   38，493  10，550   2  1  12   

91   886   0  1，875   510  34；242   1，481   43，441   4，948   1  1  12   

92   886   0  2，124   249  35，419   1，177   46，737   3，296   4   1  13   

93   897   四  2，201   77  36，103   684  48，870   2，132   9   2  15   

94   935   37  2，474   273  37，651   1，547   59，177   10，307   1  4  19   

95   955   20  2，703   229  39，279   1，629   71，626  12，450  11   5  24   

96  1，017   62  2，896   193  43，653   4，374   89，011   17，384  18   5  4  25   

97  1，065   48  3，672   776  46，317   2，664  122，542  33，531  17 ．8   1   32   

98  1，237   172  4，252   580  60，051   13，733  153，925  31，383   8  12  2  42   

99  1，340   104  4，509   257  69，979   9，928  169，999  16，075   5   2   1   43   

1900  1，528   188  4，674   165  85，574   15，594  181，267   11，268   5   1   3  41   

01  1，705   177  4，774   99  100，590   15，017  192，811   11，544   1  2   40   

02  1，974   269  4，845   7．1  125，715   25，125  202，604   9，792   2   1  41   

03  2，164   190  5，054   209  139，366   13，651  208，286   5，682   1   1   1   41   

04  2，352   188  5，195   141  152，103   12，737  215，922   7，636   4   37   

05  2，465   113  5，226   31  159，918   7，815  223，337   7，415   1  37   

06  5，015  2，550  2，722  －2，504  168，287   8，368  125，948  －97，388   1   1   6  32   

07  7，166  2，151   717  －2，005  361898  193，611   24，346  －101，603   9  11  21   

（出典）各年次「鉄道局年報」、「北海道鉄道庁年報」および中村尚史『日本鉄道業の形成』（1998年、日本経済評論社）46・47頁。  

（備考）線路距離および資本金額は、年度末現在の数値。年度の期間は、鋸年度迄は7月～翌年6月、85年度は7月～翌年  

3月、それ以降は4月～翌年3月。  
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道、豊州鉄道、南海鉄道といった第二次企業勃  

興期に新設された会社が多い300～500万円クラ  

スの中規模鉄道（準幹線鉄道）が、そして最後  

に200万円以下の小規模鉄道（局地鉄道）が続く  

という三層構造が見いだせる。   

一方、政府の財政難から路線建設が停滞して  

いた官営鉄道は、日清戦後期になって鉄道敷設  

法（1892年）による予定線路の建設がようやく  

本格化し、再び拡大を開始した。そして日清戦  

後恐慌の影響で成長が鈍化した民営鉄道にか  

わって、日本鉄道業発展の牽引車としての役割  

を担うようになる。第2表が示すように、官営  

鉄道は1898年から日露戦争が始まる1904年にか  

けて、毎年1000万円～2500万円という巨額の設  

備投資を行い、急ピッチで営業線路を延長して  

いった。その結果、鉄道国有化直前の1905年に  

おける官営鉄道の営業線路は、最大の民営鉄道  

である日本鉄道会社の2倍近い2，465キロメー  

トルに達していた。  

第70巻 第4・5合併号  

このように当該期には、官営鉄道と民営鉄道   

が時期によってそれぞれの成長速度を変化させ   

ながらも、ヰ目互補完的に鉄道業の発展を支えて   

いた。その結果、日本の鉄道は、1881年段階の   

総延長162キロメートルから10年後の91年には   

同2，761キロメートル、20年後の1901年には同   

6，479キロメートル、さらに1907年には同7，883   

キロメートルと加速度的な拡張を続けていっ  

た。  

第2節 鉄道従業員の構成   

第3表は日清戟後期における鉄道従業員数の  

全体的な推移を示したものである3）。この表か  

らまず注目される点は、官営鉄道の従業員が  

1894（明治27）年度から97年度にかけて約1．8  

倍の伸びを示している点である。とくに96年度  

から97年度にかけて年間3000人から4000人とい  

う大幅な増員を行った。この間、民営鉄道でも  

第3表 鉄道従業員数の推移  

1894年度1895年度189畔度  1897年度1898年度1899年度  1900年度1901年度1902年度1903年度  1904年度1905年度190昨度  

官営鉄道合計 9，87010，94113，9731テ：壷画18，971漱59，646  
数  

4，8。7 

山陽鉄道  1，7161，988 2，320 3，020 3，036 3，272  
九州鉄道  1，1661，620 2，164 3，933 6，187 6，107  
北海道炭破鉄道  366  5461，914 2，459  
関西鉄道  1，772 2，0101，858  

民営鉄道合計  27，732 32，908 33，903  

年度中増減数  

45，67。 

年度中増減数  6，200 2，089  

2，399 1，830 1，384 叩 30，769  
9，98010，75911，63311，06711，13313，074  
3，874 4，286 4，490 5，217 6，303 7，051  
6，034 8，292 8，659 7，349 7，549 7，960 9，060  

2，841 3，346 3，643 3，571 3，471 3，698  
2，937 2，869 3，251 3，047 3，665 3，803 4，266  
36，274 38，926 41，136 40，245 41，014 44，808 21，682  
2，371 2，652 2，210  －891 769 3，794 －23，126  
58，738 63，220 66，814 65，870 64，475 73，685 81，328  

4，770 4，482 3，594  －944 －1，395 9，210 7，643  

■F柑か′－：ユ  軋：ヨ1：引＝う㌔：う1L 

（出典）『鉄道局年報』各年次および日本鉄道『報告』1894年下期、95年下期、96年下期、『明治三十六年々報』、九州鉄道  
『報告』1894年下期、95年下期、96年下期、97年下期、1904年下期、  
山陽鉄道『報告』1895年上期、北海道炭破鉄道株式会社『報告』1896年下期、『炭硬鉄道同好会誌』20号。  

（備考）北炭は炭坑や汽船、林業部門、東京事務所を除いた数値。ただし1898年までは雇員以上の数値。  

3）なお「従業員」とは、基本的には直接雇用である  

部課雇以上の人々を指し、工場内や建設現場で働い  
ている間接雇用の人々はこれを含まない。   
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帝国鉄道協会の成立  

日本鉄道が2．1倍、九州鉄道では3．4倍というよ  

うに、軒並み人員を増加させている。その結  

果、数字が判明する1898年度でみると最低でも  

年間6200人が新たに鉄道業に就職4）し、鉄道従  

事者数は合計で5万人を突破している。その  

後、1901年度には6万人台、1905年度には7万  

人台へと鉄道従業者数は加速度的な増加を続  

け、鉄道国有化（1906年）の時点では総計81，328  

人に達した5）。次に1901年時点の官営鉄道と  

日本鉄道の事例にそくして、鉄道従業員の身分  

別構成をみてみよう。両者の従業員を、①勅任  

官相当の上級職貞（部長クラス）、（参奏任官相当  

の中級職員（掛長クラス）、③判任官相当の下級  

職貞（駅長、現場長クラス）、④労働者（雇員、  

使用人、部傭）の4階層に分けて、その構成比  

を比較したのが、第4表である。ここからまず  

職員層の構成をみると、両者とも中・上級職貞  

の比率は0．5％前後であった。一方、下級職貞  

の比重は、官営鉄道の8．7％に対して日本鉄道  

が13．4％となっている。その理由の一つは、日  

鉄機関方争議（1898年）の影響で機関手の身分  

を上昇させる必要に迫られた日本鉄道が、従来  

「傭」であった機関手を下級職貞に含めるよう  

になったのに対して、官営鉄道が依然として彼  

らを「使用人」身分にとどめていた点に求めら  

れる6）。このような労働者の身分的上昇の進展  

度合に若干の違いがあるものの、全体の10％前  

後を職員層が占め、残りの90％前後を労働者層  

第4表 官営鉄道と日本鉄道における従業員の身分別構成（1901年度末段階）  

人数  
4。．。2％鉄道技師部長兼由  
104 0．5％部長心得、鉄道事務官、鉄道技師、鉄道事務官補  
1，873 8．7％鉄道書記、鉄道技手、鉄道書記補  
1，796  8．4％  

17，637 82．4％機関手取締、機関手、火夫、火夫見習、掃除夫、ポイントメン、ヤー  
ドメン、車号手、信号手、駅夫、線路工夫、各種職工、定傭人夫・工  
夫その他  

身分  

勅任官■  
官 奏任官  
営 判任官  
鉄 雇員  
道 使用人  

官営鉄道計  21，414100．0％  
上級職員（課長）  7 0．07％課長  
中級職員  53 0．5％  

主事  28  参事、掛長、事務所長、工場事務長  
技師  25  掛長、工場長、工場主任、上野保線区長  

日
本
鉄
道
 
 

下級職員  1，448 13．5％   

書記  274   
技手  287  

書記補  622   

技手補  265  

駅長、駅長助役（高等駅）、貨物役、運転巡視役  
運転巡視役、機関庫長、保線区長、機関庫助役、保線区助役、運転手  

駅長、駅長助役、貨物役、車掌、貨物方、改札方、小荷物方、出札  
方、電信役、電信手、ヤードメ ン取締、ヤードメン  

保線区助役、運転手、職工長、職工副長  
雇員  1，89417．6％運転助手、車掌、貨物方、改札方、小荷物方、出札方、電信役、電信  

手、ポイントメン、ヤードメン、職工長、職工副長、車掌巡視、車柄  

検査番、車号手、信号手、保線工手  

課傭  7，357 68．4％  

日本鉄道計  10，759100．0％  

（出典）『明治三十四年度鉄道作業局年報』、日本鉄道株式会社『明治三十四年々報』。  

（備考）日本鉄道は1901年未現在。なお予備貞を除く。  

4）この数値は他業種への転出者を反映していないた   

め、実際の鉄道業への入職者数は、もっと多かった   
はずである。ちなみに1899年3月現在における官営   

鉄道・主要11私鉄の5年以上在職者の割合（対全従   

業者）は、13．3％である。（『帝国鉄道協会会報』第1   

巻第1号、1899年5月）。  

5）この間、1904年に官営鉄道で2000人を超える大幅   
な減員がみられるが、これは日露戦争時に臨時軍用   

鉄道への出向者が多数存在したためである。  
6）日鉄機関方争議の要求内容と会社側の対応につい   

ては、青木正久「日鉄機関方争議の研究」（労働運動   
史研究会編『黎明期日本労働運動の再検討』労働旬   

報社、1979年）を参照。  
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が占めるという構造は、当該における鉄道企業  

の従業員構成の特徴と言えそうである。   

ところで駅務を中心とする運輸や、機関手な  

どの運転、機械工を中心とする工場、土木を中  

心とする建設・保線といった様々な職能を包摂  

する鉄道企業の場合、従業員の職能別構成も検  

討する必要がある。そこで1901年時点における  

主妻鉄道企業の職能別従業員構成を示す第5表  

を作成した。ここから個別企業の事例をみる  

と、鉄道敷設法予定線路の建設が本格化してい  

た官営鉄道では建設部門の比重が高くなってい  

たのに村して、主要な建設工事が完了していた  

他の民営鉄道ではむしろ運輸部門の比重が高い  

といった違いが見いだせる。しかし全体として  

は、概ね運輸系3、汽車・工場系3、土木建設  

系3、計理・庶務系1という割合が、鉄道従業  

員の職能別構成の特徴といえよう。  

第70巻 第4・5合併号  

第3節 鉄道従業員の需要と僕給  

一技術者を中心に－   

前述したように明治中後期の鉄道業が、基本  

的には右肩上がりの成長を続け、従業員数の面  

でも一貫した増加傾向にあった以上、その労働  

市場もまた拡張を続けていたと思われる。しか  

し職能毎、身分毎に労働市場が分断されている  

という鉄道業の特性もあり、その全体像を正確  

に把握することは著しく困難である。そのため  

ここでは、1896（明治29）年6月の『鉄道雑誌』  

に掲載された「鉄道技術官の払底」という記事  

を手掛かりとして土木技術者の需要と僕給につ  

いて若干の検討を行うにとどめたい。  

本年度の予算に於て鉄道局は鉄道技師数十  

人技手数百人を増加する事となり居れる  

も、目下技術官たるへき人物払底を告け、   

偶其適任者あるも新設の鉄道会社に入る方  

俸給ゆたかなるより就職を欲せす、強て増  

員せんとすれは新任者のみ人物不相応の優  

俸を受け多年奉職して経験を積みたる著に  

は比較的薄給を与ふる事と為り、其間権衡  

第5表 鉄道従業員の職能別構成（1901年度末現在）  

建築・保線   汽車・工場   運輸   会計・倉庫   合計  

庶務             人数 比率  人数 比率  人数 比率  人数 比率  人数 比率  人数   比率   

官営鉄道   35 0．2％  7，757 34．6％  7，265 32．4％  6，593 29．4％   763 3．4％  22，413 100．0％   

北海道鉄道部   51 3．2％   665 42．0％   429 27．1％   346 21．9％   92 5．8％  1，583 100．0％   

官営鉄道小計   86 0．4％  8，422 35．1％  7，694 32．1％  6，939 28．9％   855 3．6％  23，996 100．0％   
日本鉄道   136 1．3％  2，233 20．8％  3，583 33．3％  4，575 42．5％   226 2．1％  10，753 100．0％   

山陽鉄道   50 1．2％  1，11125．9％  1，164 27．2％  1，847 43．1％   114 2．7％  4，286 100．0％   

九州鉄道   120 1．4％  1，763 21．3％  2，939 35．4％  3，223 38．9％   247 3．0％  8，292 100．0％   
北海道炭碗鱒道   196 5．9％   748 22．4％  1，106 33．1％  1，20135．9％   95 2．8％  3，346 100．0％   
関西鉄道   16 0．6％   663 23．1％  1，045 36．4％  1，103 38．4％   42 1．5％  2，869 100．0％   
五大私鉄／ト計   518 1．8％  6，518 22．1％  9，837 33．3％  11，949 40．4％   724 2．5％  29，546 100．0％   
総計   604 1．1％  14．940 27．9％  17，53132．7％  18，888 35．3％  1，579 2．9％  53，542 100．0％   

（出典）『明治三十四年度鉄道局年報』。  

（備考）日本鉄道、北海道炭横鉄道は暦年のため1901年末現在の数値。  
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次鉄道ブームの到来で技術者需要が逼迫した日  

清戦後期には、上記史料のように新設鉄道会社  

が競って高賃金を提示し、鉄道技術者を集める  

という動きがみられたのである。   

こうして鉄道企業間での技術者獲得競争が激  

化するとともに、業界全体で鉄道従業員の安定  

供給と質的向上を考える必要性が認識されるよ  

うになった。このような危機意識を背景とし  

て、私鉄業界の親睦団体である私設鉄道懇話会  

が母体になって、帝国鉄道協会の設立が議論さ  

れることになる。  

を失するに至るへきを以て、止むを得す増  

員するを得さる由7）。  

この記事は、鉄道敷設法予定線路の本格着工を  

前に、土木技術者の大増員を行おうとした官営  

鉄道が、技術者市場の逼迫から増員を見送らざ  

るを得なかったことを報じたものである。その  

こと自体、日清戦後における鉄道業の急成長  

と、その結果としての技術者不足を如実に示し  

ており、大変興味深い。しかしさらに注目すべ  

き点は、下線部分にあるように、当該期には官  

営鉄道より新設の民営鉄道の方がより高い給料  

を提示し、技術者の獲得に努めていたという点  

である。留学経験者を多用していた明治前期と  

違い8）、当該期には他の鉄道からのスカウトを  

別にすれば海外留学経験者の供給は激減し、む  

しろ国内教育機関が鉄道技術者の供給源として  

重要な役割を果たすようになっていた9）。具体  

的には上級技術者を帝国大学や東京高等工業学  

校が、また中下級技術者を工手学校、攻玉社な  

どの実業学校がそれぞれ供給していた。しかし  

各校の新卒者は、1896年段階で東京帝国大学土  

木工学科22名、同機械工学科13名、東京高等工  

業学校機械科35名、工手学校土木学科80名、同  

機械学科14名10）、攻玉社土木科42名11）と絶村数  

が少なく、さらにいずれも鉄道従業員養成に特  

化していたわけではないため、実際に鉄道に携  

わった人はさらに限られていた。そのため第二  

第2章 帝国鉄道協会の設立過程  

第1節 設立の端緒  

1895（明治28）年9月、第5回私設鉄道懇話  

会において、南清（工部大学校土木学科1879年  

卒、山陽鉄道。筑豊鉄道・播但鉄道技師長）、  

笠井愛次郎（同82年卒ヾ元日本土木会社技師）、  

渡辺嘉一（同83年卒、参宮鉄道社長）、菅原恒  

覧（同86年卒、甲武鉄道技師長）をはじめとす  

る旧工部大学校土木学科の出身者が「帝国鉄道  

員会」という名称の業界団体の設立を提案し  

た。その規則案は以下のようになっていた。   

第一条 本会は日本帝国に在る鉄道事業の発  

達進歩を資くる為め、鉄道員の講究及  

其教養を謀るを以て目的とす。   

第二条 本会に於て講究する事項を左の四科  

とす。  

一、管理 二、運輸  三、建築  

四、運転   

第三条 各科に主任一名を置き、運輸科には  

其専門家を置き、建築運転には工学博  

士若くは学士を置き、其主任又は補助  

7）「鉄道技術官の払底」『鉄道雑誌』第4号、1896年6月  
8）中村尚史『日本鉄道業の形成』（日本経済評論社、  
1998年）第1部  
9）中村尚史「鉄道技術者集団の形成と工部大学校」   

（鈴木淳編『工部省とその時代』山川出版社、2002年）  
112tl14頁。  

10）1895年7月卒と1896年2月卒の合計。工手学校   

『卒業生名』（1908年）。  
11）1895年7月卒と1896年2月卒の合計。攻玉社土木   
科同窓会編『同窓会誌』第59号（1895年8月）、第66   

号（1896年3月）  
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とし、其事務に当らしむ。総て有給と  

す。  

（中略）   

第五条 運輸科主任に属して鉄道運輸学校を  

置き、鉄道に関する学術に就て教育  

す。  

（中略）   

第十二条 本会の会員は鉄道局及私設鉄道会  

社の新旧役員、鉄道の経済・運輸・建  

褒・運転に関する各学科の博士及内外  

国に於て此諸学科を修めた 

り、常議眉会の決議に依り入会を許す12）。   

ここで注目すべき点は、発起人たちが「鉄道  

員会」を調査研究と中下級従業員養成のための  

機関と位置づけ、専従の研究者と付属学校を備  

えようとしている点である。日清戦争前後の日  

本は、官営鉄道を中心に技術蓄積をすすめ、機  

関車製造のような高度な機械技術を除けば、ほ  

ぼ鉄道技術の移転に成功していた。しかしなが  

ら、その技術の普及という面ではまだまだ途上  

セあり、とくに第二次企業勃興の過程で新設さ  

れた鉄道会社にとって、最新の技術をいかに修  

得するかは、人的資源の調達も含め大きな課題  

であったといえる。山陽鉄道を拠点として西日  

本各地の中小鉄道会社の建設に関与していた南  

清や、土木請負業を通じてやはり多くの民営鉄  

道と関わっていた笠井愛次郎は、このような問  

題点を痛感しており、専従の研究者を備えた調  

査機関を共同で設置して、鉄道技術の研究と普  

及を推進するという提案を行ったと思われる13）。   

一方、当該期は鉄道業の急速な拡大にともな  

い、技手、職工といった技術系だけでなく、書  

第70巻 第4・5合併号  

記や駅長といった事務系でも、中下級従業貞の   

不足が深刻になっていた。この点について、   

『鉄道雑誌』は以下のように報じている。  

近来鉄道事業の発達は非常の盛況にして既  

設線の外現に出願中の各線を合すれば其会  

社数殆んど百五十余の多きに至り、従て技  

手、書記、駅長、駅夫、職工に如き鉄道職  

員の需要、日を追ふて増加するに拘はら  

ず、適任の人物なき故、各鉄道会社とも職  

貞の欠乏を感せさるはなく、鉄道職員の養  

成は拘に目下の急務にして若し其養成を怠  

れは、今後に起る多数の新会社は到底斯業  

の技術に熟練なる人物を得難るべしとて、  

去る四月中、全国鉄道会社員が芝公園内紅  

葉館に親睦会（第六回私設鉄道懇話会一筆  

者注－）を開きし節、各社共同して鉄道学  

校を設立せんとの議出でたるも篤と調査の  

後に取り極むべしとて散会したる……14）。  

なかでも鉄道経営の要とも言える運行管理者を  

如何に確保するかは、各社にとって喫緊の課題  

であった。実際に日清戦後期には、運輸の現場  

における業務上過失が増加し、鉄道の安全運行   

が阻害されつつあった15）。彼らが数多い職能の  

中から、とくに「鉄道運輸」の専門家を養成す  

る学校を設立しようとしたのは、鉄道企業の存   

続を脅かしかねない運行管理問題に相応するた  

めのものであったといえる。  

なおこの原案では会員を鉄道会社役員経験  

者、博士と、学士相当の学歴を有するものに限  

定しており、熟練型の技術者や事務系職員を包  

摂していない。この点には発起人たちが工部大  

14）「鉄道職員養成所」『鉄道雑誌』第10号（1896年7   

月27日）41頁。  
15）中村尚史「近代日本における鉄道と時間意識」（橋   

本毅彦・栗山茂久編著『遅刻の誕生』三元社、2001   

年）31－36頁。  

12）日本交通協会『七十年史』（1967年）5－6頁。  

13）この発想の延長線上に、彼が村上享一とともに翌  

1896年に立ち上げた鉄道工務所がある。  
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になる。ここで注目すべき点は会員資格の第一  

項が、現在、鉄道業に従事しているもの、ない  

しは三年間従事した経験を持つものにかわって  

いる点である。それは鉄道協会が、当初構想さ  

れたの学卒者を中心とする役員と上級職貞の組  

織から、一般職貞まで含めた幅広い従業者団体  

へと転換したことを意味していた。さらに従  

来、明確でなかった資金面についても、個人会  

費（年6円）と団体会費という二本立てが構想  

されたが、とくに後者のウエートが大きかっ  

た。具体的には営業距離が500マイルを超える  

日本鉄道は年会費900円、200マイル前後の九州  

鉄道や山陽鉄道、北海道炭礁鉄道で600円、関西  

鉄道500円という具合に各鉄道会社から規模に  

応じて会費を徴収する計画であった。なお1895  

年案の目玉であった鉄道運輸学校は、96年案か  

学校卒業者であったという点が影響していると  

思われる。1880年代まで官営鉄道のなかで比較  

的冷遇されていた工部大学校（土木学科）出身  

者たちは、第一次企業勃興の過程で民営鉄道の  

建設に積極的に関わり、自らの社会的地位を上  

昇させていく16）。その上で彼らは、民間の私設  

鉄道懇話会を母体として、工学士を軸とした鉄  

道従業員の組織化をはかろうとした。それは見  

方をかえれば、初期留学技術者を軸とした官営  

鉄道の技術者集団に村する彼らの挑戦であった  

といえよう。   

この提案を受けた私設鉄道懇話会は、各鉄道  

会社の代表者（役員クラス）を委員に選出し、  

1896年1月、原案の検討を行った。その結果、  

「帝国鉄道協会規則」案が出来上がった。その  

特徴を1895年のものと比較すると第6表のよう  

第6表 帝国鉄道協会の原始規則  

1895年9月案  1896年1月案  

1．鉄道局及鉄道会社の役員  
2．経済・運輸・建築・運転に関する各   

学科の博士  

3．内外国において経済・運輸・建築・   
運転に関する学科を修めた者  

1．現在、鉄道事業に従事する者  
2．三年以上鉄道事業に従事した者   

3．専門の学校で商業・工芸・法律・経   
済の学科を卒業した者  
鉄道事業に特別の功績がある者  
鉄道事業に特別の学識経験がある者  

各鉄道会社の代表者  

会員構成正員  

名誉員  

特別会員  

各社代表者  

会費正員 1年6円  
900円  

踊 管理、運輸、建築、運転   
部長（主任）運輸は専門家、建築・運転は工学博所属員の互選  
資格  士若しくは学士  
主任給与 有給  
鉄道学校 あり  なし  

（出典）日本交通協会『七十年史』（1967年）5～9頁。  

16）前掲中村「鉄道技術者集団の形成と工部大学校」   

108－112頁。  
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ら欠落しているが、史料上の制約からその理由  

は明確でない17）。  

「帝国鉄道協会規則」案は、第6回私設鉄道  

懇話会（1896年4月）に答申として提出される  

が、なお継続して調査することになった。そし  

て第7回懇話会（96年11月）に、「懇話会を廃  

して協会を設立する」という委貞の意見と共に  

再度提案されるが、議論が百出して容易にまと  

まらなかった18）。日本交通協会『七十年史』は、  

その理由を各鉄道会社間の費用負担をめぐる対  

立と、最大の鉄道従業員を抱えいていた官営鉄  

道が民間主導の協会設立案に反発した点に求め  

ている19）。2点とも、前述した発起の経緯から  

みて、確からしい理由といえよう。  

第70巻 第4・5合併号  

よると、同協会の概要は以下の通りである。  

第一条 本会ハ鉄道協会卜称シ事務所ヲ大阪  

二置ク。  

第二条 本会ハ鉄道事業ノ改良進歩ヲ資クル  

為メ鉄道二関スル諸般ノ事項ヲ調査攻  

究シ会員ノ斯業二於ケル面目ヲ保持ス  

ルヲ以テ目的トス。  

第三条 前条ノ目的ヲ達スルタメ本会二建  

築、汽車、運転、計理、政法等ノ部内  

ヲ置キ左ノ事項ヲ分査討究ス。  

（一）沿革、（二）統計、（三）定規、  

（四）事柄、（五）保安、（六）電気、  

（七）旅客、（八）貨物、（九）運賃、  

（十）事柄共用、（十一）損害賠償、  

（十二）会計、（十三）契約、  

（十四）管理、（十五）法規、  

（十六）経済、（十七）労働者、  

（十八）学校、（十九）会員共済、  

其他鉄道二関スル必要ノ事項  

第四条 本会ノ会員ハ正員、準貞、名誉貞及  

賛成貞トス21）  

ここで注目したいのは、1896年の段階で主たる   

資金源とされていた団体会員が除かれ、かわり  

に準会員制度が採用されている点である。いま   

第7表から、大阪鉄道協会の会員資格をみる   

と、正員は鉄道業に3年以上従事している管理   

職や学卒者を中心としているのに村して、準員   

は鉄道業に従事している、もしくは従事した経   

験のあるものならば誰でも入れるようになって   

いる。つまり大阪鉄道協会は、鉄道会社を基盤  

とした団体会員中心のやり方とは違い、個人会   

員を幅広く集めることで資金を調達しようとし   

た。しかし企業単位での関与がなくなったこと  

第2節 大阪における鉄道協会の設立   

私設鉄道懇話会を母体とした帝国鉄道協会設  

立運動が停滞していた1898（明治31）年2月、  

先に「帝国鉄道員会」を発起した南清や村上幸  

一（帝国大学・土木1888年卒）が中心となって、  

大阪で鉄道協会を設立する動きが本格化した  

20）。村上らは同年3月3日、神戸で鉄道協会規  

則の調査委貞会を開き、規則案を作成した上  

で、これを公表して会員の募集を開始する。そ  

して4月3日に発起人総会を大阪で開催し、正  

員の選出委員を互選した上で、正員134名を選  

定した。発起人総会で確定した鉄道協会規則に  

17）1896年4月に開催された第6回私設鉄道懇話会で   
は「鉄道学校」設立の件が、鉄道協会設立問題とは   

別に提案され、議論が行なわれたものの、結論が出   
ず、継続審議となったようである（前掲「鉄道職員   

養成所」）。結局、鉄道学校（岩倉鉄道学校）は、1897   
年6月、95年案の主唱者の一人である笠井愛次郎が   
中心となって、鉄道協会とは別に実現する。  
18）『鉄道』第26号（1896年11月）34頁。  
19）同書9－10頁。  

20）『鉄道協会誌』第1巻第1号（1898年10月）5貫。  21）『鉄道時報』第1号（1898年1月）6頁。  
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第7表 鉄道協会会員種類・資格の比較  

資格   総会議決権   会費   

名誉会員東京  鉄道事業に特別に功績ある者   あり   なし   

大阪  鉄道事業上高等の位置をしめ大いに名望ある者   

正会員東京   年6円  

し重要の位置を占めたるもの、②鉄道に関する学  
科について学識経験を有するもの、③鉄道に閲す  
る有益の発明をなし又は応用の功績あるもの  

大阪   年10円   

業に従事し責任ある位置を占めたるもの、②大学  
もしくはこれに準ずる学校卒業で2年以上鉄道事  

業に従事するもの、③大学において鉄道の講座を  
担当するもの、④鉄道に関する有益の発明をなし  
又は応用の功績あるもの   

準会員東京   
するもの、②鉄道事業に篤志あるもの  選挙権は持たない   

大阪   年3円  

するものまたはその経歴を有するもの、②鉄道に  
関する学科を学習する学生生徒  

賛助会員東京  本会の趣旨に賛同し100円以上を拠出したもの  

大阪  本会の趣旨に賛同し75円以上を拠出したもの   

（出典）『鉄道時報』第1号（1899年1月）および『帝国鉄道協会会報』第1巻第3号（1899年9月）0  

から、協会に企業間の利害調整機関としての機  

能を期待することはできなくなった。さらに資  

金不足のため、従来構想されていた鉄道業界の  

共同調査研究機関としての役割も大きく後退  

し、第三条にみられるように会員相互間での  

「討究」が主たる目的となった。その結果、「討  

究」の場としての会報や、会員間での情報共有  

のための機関誌が必要となったのである。そし  

て前者のために発行されたのが『鉄道協会誌』  

であり、後者の性格を帯びて発刊されたのが  

『鉄道時報』であった。   

また1898年5月1日に正員の投票によって選  

出された鉄道協会常議員は第8表の15名であ  

る。協会の顔ともいえる彼らの構成をみると、  

全員が関西地方の民営鉄道関係者であり、所属  

の面では山陽鉄道のミドル層（5名）、年齢的に  

は1860年代生まれの若手技師・経営者（7名）、  

さらに南清が主宰していた鉄道工務所の関係者  

（4名）が目立つことがわかる。なお工部大学  

校の出身者は南を入れても3名に過ぎず少数派  

である。   

このように大阪鉄道協会は、南清の強い影響  

力のもとで、西日本の民営鉄道に従事する若手  

技師・経営者が中心となって、個人会員を基盤  

に設立された。そして会誌を媒体とした会員間  

の相互「討究」によって、技術・経営情報の共  

有をはかり、鉄道事業全体の改良進歩をはかろ  

うとした。その意味で、大阪の実験は、工部大  

学校出身者（1850年代生まれが中心）を軸とし  

たそれまでの鉄道協会設立運動とは、明らかに  

一線を画していたといえよう。  
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第8表 鉄道協会（大阪）の役員構成  

氏名  189昨5月 同年7月  189昨9月所属機関  就任時職名  生没年 学歴  
清  常議員  副会長 評議員  

阪鶴鉄道 社長  

関西鉄道  社長  

山陽鉄道  専務取締役  

劃順道 技師長  

山脇鉄道 会計課長  

山陽鉄道  汽車課長  

山陽鉄道 運輸級長  

山陽鉄道  社長付書記  

阪鶴鉄道 庶務兼運輸課長  

京都鉄道 支配人兼運輸会計庶務倉庫課長  

奈良鉄道 顧問技師  

豊州鉄道 総支配人  

播但鉄道 支配人兼建築課長  

鉄道作業局 神戸運韓所長  

鉄道作業局 神戸保線事務所長  

南海鉄道 建築課長  

閑西鉄道 庶務部長  

閑西鉄道 連輪課長  

関西鉄道 汽車課長心得  

大阪鉄道 運輸課長  

九州鉄道  総務課長  

九州鉄道  工務課技師  

京都帝国大学理工科大学孝恨（土木工学）  

山陽鉄道  社長  

関西鉄道  社長  

工学博士  1856－1904工部・土木1879年卒  英留学1880－82年、鉄道工務所  
白石直治 常議員  副会長  

牛場卓蔵 常議員  副会長 評議員  
村上孝一 常議員・幹事評議員 評議員  

井田清三 常議員・主計評議員  

工学博士1857－1919東大・理・土木1881年卒欧米留学1883－87年  

1850－1922慶鷹義塾1873年卒  

工学士1866－1906帝大・土木188昨卒 鉄道工務所  

1864－1953慶應義塾1885年卒  

工学士1859－1911工部・機械1883年卒  

1864－1945慶應義塾1887年卒  

岩崎彦松 常議員  

西野恵之助常議員  

河合舜吉 常議員  

速水太郎 常議員  

伴直之助 常議員  

河野天瑞 常議員  

村野山人 常議員  

守下精 常議員  
三本武重 常議員  

評議員 評議員  

評議員 評議員  

評議員  

評議員  

評議員 評議員  

評議員  

評議員 評議員  

評議員  

評議員  

1862－1936京都府英学校1即7－81年鉄道工務所  

1862－1937同人社187昨卒  

工部・土木1883年卒  

1848－1921  

？－1938 工部・土木1877年中退 鉄道工務所  

1868－1933慶應義塾189昨卒  

工学士  

岡村初之助常議員（辞退）  

遠藤藤吉 常諸員（補欠）評議員  

1863－1915  

工学士1868－1953帝大・土木189時卒  

富森篤  

西岡恒之進  

島安次郎  

土屋金次  

菊池武徳  

石黒誠二郎  

二見鏡三郎  

松本重太郎  

田健次郎  

外山傾造  

志立鉄二郎  

評議員  

評議員  

評議員  
評議員  

評議員  

評議員  

評議員 評議員  

評議員  

評議員  

評議員  

評議員  

工学士1870－1946帝大・機械189畔卒  

工学士  帝大・土木1890年卒  

理学士1856一 束大・理・土木187昨卒  

1844－1913  南海鉄道社長兼務  

1855－1930欧米視察澗6年  

1842－1916慶應義塾1872年卒 摂津電気鉄道社長兼務  

法学士1865－1946帝大億188昨卒  

大阪貯蓄銀行  

別11鉄道   長
 
 

取
課
 
頭
理
 
副
経
 
 

（出典）『鉄道協会誌』第1巻第1号（1898年10月）および『鉄道時報』第1号（1899年1月15日）。所属機関は『日本全国  

諸会社役員録』第6回（1898年版）および日本交通協会編『鉄道先人録』（日本停車場㈱出版事業部、1972年）、井  

関九郎『大日本博士録第五巻』（発展社出版部、1930年）  

第3節 旧帝国鉄道協会22）の設立   このような大阪の動きに触発される形で、  

1898年6月、東京においても鉄道協会設立の動  

きが再燃する。6月16日に開催された創立準備  

会には第9表の18名が参集し、協会の組織や設  

立の手順などについて相談した。そして渡辺、  

松本、毛利、本間、平岡の5名が創立委員に選  

ばれ、規則案の作成と会員の募集を開始する。   

なおここで注目しておきたいのは、発起人の  

構成を所属別でみた場合、官営鉄道（鉄道局、  

鉄道作業局）が7名、日本鉄道が5名と両者で  

その過半を占めている点である。とくに官営鉄  

道からはトップ（長官）とミドル（部長）がこ  

ぞって参加しており、その組織的なバックアッ  

プがうかがえる。また発起人の年齢をみると、  

大阪鉄道協会の会員数は、『鉄道協会誌』が発  

刊された1898（明治31）年10月以降、急速に増  

加し、1899年1月現在で正員254名、準貞787名  

の計1，041名となっていた23）。この間、鉄道協会  

が経費を負担して旬報の『鉄道時報』を発行し、  

これを会貞に配るだけでなく一部4銭で市販し  

たことから、その存在は広く認知されたと思わ  

れる。  

22）1899年に大阪と東京の両鉄道協会が合併して後の   

「帝国鉄道協会」と区別するため、ここでは便宜的   
に東京の鉄道協会を「旧帝国鉄道協会」と呼ぶこと   

にしたい。  

23）前掲老川「『鉄道時報』解題」立頁  
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第9表 帝国鉄道協会（東京）の発起人および役員  

氏名  1898年6月16日 1898年11月現在役職所属機関  職名  学位  生没年 学歴  
渡辺洪基  発起人・創立委員  評議員・埋草副会長 参宮鉄道  

評議員・理事・副会長 鉄道作業局  

社長  184ト1901  

長官  工学博士1848－1903  

開成所、慶鷹義塾  

レンセラー工大1876年卒  

レンセラー工大1872年中退  

帝大・法1889年卒  

レンセラー工大1878年卒  

工部一帝大・土木1886年卒  

M汀・土木1874年卒  

欧米修学・機械1871－76年  

大阪開成学校  

工技生養成所  

工部一帝大・土木1886年卒  

東大・理・土木1878年卒  

工部・機械1880年卒  

グラスゴー大学1876－81年  

東大・理・土木1883年卒  

工部・機械1879年卒  

工技生養成所  

工技生養成所  

工部・土木1882年卒  

仏留争軍事1874年  

工部・土木1883年卒  

東大・法1879年卒  

東大・理・土木1881年卒  

米留学経理1876－78年  

工部・機械1885年卒  

レンセラー工大1878年卒  

工部・土木1883年卒  

陸軍士官学校  

慶應義塾卒  

独留学1874年  

帝大・土木1887年卒  

工技生養成所  

慶鷹義塾、英留学1874－77年  

発起人・創立委員  

発起人・創立委員  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人・創立委員  

発起人・創立委員  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

発起人  

松本荘一郎  

毛利重輔  

大塚勝太郎  

平井晴二郎  

久野知義  

本間英一郎  

平岡照  

足立太郎  

国沢能長  

菅原恒覧  

仙石貢  

藤田重道  

増田礼作  

大屋権平  

宮崎航次  

三村周  

木村怒  

笠井愛次郎  

中村雄次郎  

渡辺嘉一  

末延道成  

野村龍太郎  

図師民嘉  

畑精吾郎  

原口要  

田辺朔郎  

吉見精  

久保扶桑  

三浦泰輔  

渡辺信四郎  

長谷川謹介  

中上川彦次郎  

日本鉄道  
逓信省鉄道局  

鉄道作業局  
逓信省鉄道局  

総武鉄道  

汽車製造会社  

日本鉄道  

日本鉄道  

甲武鉄道  

九州鉄道  

日本鉄道  

評議員・理事  

評議員・理事  

評議員・理事  

評議員・理事主計  

評議員  
評議員  

評議員  

評議員  

評議員  

評議員  
評議員  

社長  

庶務課長・参事官  法学士  

運輸部長  工学博士  

技師  工学士  

社長  

副社長  

運輸課長  

保線課長  

建築課長  工学士  

1847－1901  

1868－1949  

1856－1926  

？－1925  

1853－1927  

1856－1934  

1852－1912  

1848－1908  

1859－1940  

社長  

大宮工場長  

建設部長  

工務部長  

汽車部長  

宇都宮建築課長  

技師長  

工学博士1857－1931  

工学士 1855－1940  

工学博士1853－1917  

理学士 1861－1924  

工学士 1856－1908  

1852－1920  

ほ53－1922  

工学士 1857－1935  

1852－1928  

工学博士1858－1932  

法学士 1855－1932  

鉄道作業局  

鉄道作業局  

鉄道作業局  

日本鉄道  

成田鉄道  

評議員・理事幹事  土木請負業  

評議員・理事  陸軍省  

評議員・理事  北越鉄道  

評議員・理事  
評議員  

東京海上保険  
逓信省鉄道局  

評議員  鉄道作業局  

評議員  鉄道作業局  

評議員  
評議員  

台湾総督府  

北海道鉄道部  

評議員  陸軍省  

評議員  日本鉄道  

評議員  甲武鉄道  

次官  

専務取締役  

専務取締役  
設計兼営菓課長心得 工学博士  

計理部長  

技師  工学士  

鉄道部長  工学博士  

鉄道敷設部長  工学博士  

鉄道大隊長  

運輸課長  

社長  

1859－1943  

1854－1922  

185’卜1909  

1851－1927  

1861－1944  

1854－1901  

1856－1915  

1855－1921  

1854－1901  

評議員  北海道炭鉱鉄道 鉄道課長  

評議員  日本鉄道  建築課長  

評議員  三井銀行  専務理事  

工学士  

（出典）『帝国鉄道協会会報』第1巻第1号（1899年5月）および前掲『鉄道先人録』。  

テ会員ノ親睦ヲ図ルヲ以テ目的トス   

第二条 本会ハ帝国鉄道協会卜称ス   

第三条 本会ノ事務所ハ東京市二置キ地方二  

支会ヲ設置シ又ハ事務所ヲ分置スルコ  

トヲ得   

第四条 本会会員ハ名誉会員、賛助貞、正  

貞、準貞ノ四種トス   

（以下略）  

この定款を前述した大阪鉄道協会のものと比べ  

ると、組織の面で部会制が採用されていないこ  

とに気付く。それは大阪で強調されていた鉄道  

諸分野の実務に関する「討究」が、少なくとも  

会の目的からは除かれていることとも関連し  

1850年代生まれ（12名）がその中心であり、大  

阪鉄道協会の評議員に比べると全体的に年齢層  

が高かった。さらに分野の面でも技術系への偏  

り（18人中17人が技術系）がみられ、事務系8  

対技術系7と両者のバランスがとれていた大阪  

とは著しい相称をみせている。ただし1896年の  

段階で中心となっていた工部大学校土木学科の  

出身者は、2名と必ずしも多くない。   

一方、その目的と組織は「帝国鉄道協会定款」24）  

によると以下の通りである。   

第一条 本会ハ鉄道事業ノ改良進歩ヲ資ケ兼  

24）『帝国鉄道協会会報』第1巻第3号（1899年9月）   

34頁。  
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第10表 帝国鉄道協会評議員の所属別構成  

単位：人  

1898年7月現在   1898年11月現在   1899年9月現在  

鉄道協会（大阪）  分野別  帝国鉄道協会（東京）  分野別  東京本部  大阪支部  合計  分野別  
経営 技術 合計 分野別構成比  経営 技術 合計 分野別構成比  経営 技術  経営 技術   分野別構成比   

政府部門鉄道作業局   1 1 2   1  3   4   1  3  4   

逓信省鉄道局  1  2   3   1  2  

陸軍省  1 1  2   1 1  
台湾総督府  1  1   2  

北海道鉄道部  1  1   
政府部門小計  28．7％  1139．3％  12 30．0％   

民営鉄道日本鉄道   2   2   4  2  2   4  

山陽鉄道   4  1  5  3  1  4   

九州鉄道   1  1  2   1  1   2   

関西鉄道   224  

北海道炭鉱鉄道  1  1   

甲武鉄道  1  1  2   1 1  

総武鉄道  1 1 
岩越鉄道  11   

北越鉄道  1 1 
阪鶴鉄道  112  
京都鉄道  1 1  

大阪鉄道  1 1  

奈良鉄道  1 1 

南海鉄道  1 1 

播但鉄道  1 1 
参宮鉄道  1 1 
豊州鉄道  112  

民営鉄道小計   20 87．0％  1242．9％   20 50．0％   

車柄製造会社  2  2  2 7．1％   2  2  2 5．0％   
銀行・保険会社  2  2  2 7．1％  2   3  3 7．5％   
その他   1  1 1 4．3％   1 1 1 3．6％   2   3  3 7．5％   
合計   12 11 23  23100．0％  8  20  28  28100．0％  8  20  8   4  40  40100．0％   

構成比   52．2％ 47．8％・100．0％   28．6％71．4％100．硝   20．0％如．0％  20．0％10．0％  100．0％   

（出典）『鉄道協会誌』第1巻第1号（1898年10月）、『鉄道時報』第1号（1899年1月15日）  

『帝国鉄道協会会報』第1巻第1号（1899年5月）、同第1巻第4号（1899年11月）。  

（備考）技術者出身の会社役員は技術に含めた。  

て、協会の性格がより「親睦」団体的な色彩を  

帯びたことをうかがわせる。さらに第7表を用  

いて両者の会員資格を比較すると、正会員の資  

格要件（鉄道業への従事年限規定の有無）や会  

費に若干の違いが見いだせる。概ね大阪側の方  

が鉄道業の実務経験を重視しているといえよ  

う。   

旧帝国鉄道協会は1898年11月28日、第1回定  

期総会を開催し、定款を確定するとともに評議  

員28名を選出して正式に発足した。第9表およ  

び第10表から創立時における評議員の内訳をみ  

ると、28名中20名が技術系であり、政府部門の  

比率も37．9％と大阪（7．1％）に比べはるかに高  

いことがわかる。なおこの時点における会員数  

は正員280名、名誉会員3名の計283名であった。   

以上の点を要約すると、旧帝国鉄道協会は、  

1896年時点の計画に比べて、①工部大学校出身  

者の役割の低下、②官営鉄道の全面的な関与、  

③団体会員の廃止、④調査研究機関や教育機関  

の廃止という点で大きく異なっており、さらに  

大阪の鉄道協会と比べても、①中核メンバーの  

年齢層の高さ、②技術系の比重の高さ、③官営  

鉄道関係者の比重の大きさ、④実務調査研究へ  

の関心の低さといった点に特徴をもっていたと  

いえよう。つまり従来の鉄道協会構想が、民営  

鉄道をベースとした実務調査研究と情報の共  

有、鉄道従業員養成を目的とした構想であった  

のに対して、旧帝国鉄道協会の設立は官営鉄道  
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の臨時常議員会に参加し、帝国鉄道協会規則案  

の説明および合併に関する交渉を行った時点か  

らはじまっていた。これを受けて、7月17日  

の第1回鉄道協会総会では「東京二於ケル鉄道  

協会発起二付本会ヲ之二合併スルノ件」という  

議題で、この問題が協議され、「本会ノ目的標  

準二於テ大同小異ナルトキハ合併スルコトトナ  

シ之二関スル条件ヲ提出シテ東京二於ケル発起  

人二交渉ヲナスコトニ決」した27）。その後、副  

会長・南清が上京し、合併の条件となる①大阪  

支部の設置、②評議員の東西同数選出、③鉄道  

時報の継続、④総会の東西隔年開催などについ  

て交渉した。その結果、以下のような条件が東  

京側から出された。   

第一 大阪支部の経費は月額百円を超へざる  

事   

第二 帝国鉄道協会の評議員四十名中現今十  

二名の欠員あるを以て、之を鉄道協会の  

現会員中より補欠する事   

第三 鉄道時報の件は異議なきも其編輯局を  

東京に移す事   

第四 総会開催地は両地交互と予定せずして  

臨時の便宜に依る事28）  

南は、この提案の可否を1899年5月27日の第2  

回鉄道協会（大阪）総会にはかり、「満場異議  

なく可決」された。その結果、7月1日付けで  

両者は合併し、大阪鉄道協会は帝国鉄道協会大  

阪支部となった。その結果、第11表からわかる  

ように、新生・帝国鉄道協会は正員646名、準貞  

1，556名、名誉会員3名の計2，205名を擁する一  

大業界団体となった。   

この点をふまえて、第8表と第10表を用いて  

を中心とした鉄道業界の組織化という色彩が強  

かった。それまで私設鉄道懇話会のような業界  

団体に距離を置いていた官営鉄道が、幹部職貞  

を総動員して鉄道関係者の組織化に尽力した背  

景には、日清戦後期における鉄道業の急拡張に  

ともない、許認可を軸とした従来の方法だけで  

は、鉄道業を組織化しきれないという事情が  

あった。この点について、『鉄道雑誌』は以下の  

ように述べている。  

其に付ても当局は何故に鉄道建設の取締を  

今少し厳重にせざるや。今後続々起らんと  

する各私設鉄道にして或は工費の節約其他  

の事情より工事の手を省き、或は古汽植車  

其他問合せの器具を採用して建設費を省略  

し、後日に至り一時の危険は兎も角大輸送  

等に際し不都合を惹起すの弊なきや否や25）。  

このような一種のモラルハザードの発生に対し  

て、鉄道当局は法的規制をもうけて相応する26）  

一方、業界団体を組織して鉄道関係者のモラル  

の向上や相互監視の強化を試みたといえよう。  

第3章 帝国鉄道協会の成立  

第1節 東西両協会の合併   

東京にも鉄道協会が設立されたことにより、  

1898（明治31）年末には同種の協会が東西に両  

立することになった。そこで両者合併の機運が  

生じることになる。   

東西合同への動きは、すでに1896年7月2  

日、東京側を代表して渡辺洪基が大阪鉄道協会  

25）「鉄道建設の取締」『鉄道雑誌』第3号（1896年6   

月）1頁。  
26）1900年に公布された鉄道営業法と諸規程は、この   
ような動きの一端である。  

27）前掲『鉄道協会誌』第1巻第1号5－9頁。  

28）『鉄道時報』第14号（1899年5月28日付）7頁  
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第11表 帝国鉄道協会会員数の推移  

名誉会  準会員  特別会  合計  備  
年
年
午
年
午
年
年
年
年
年
午
年
年
年
 
 

8
 
9
 
0
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
0
 
1
 
 

9
 
9
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
1
 
1
 
 

8
 
8
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
9
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
 

3  280  
3  646 1，556  
3  669 1，505  
3  680 1，398  
3   7b2 1，407  
3  710 1，249  
3  673 、，1，095  

3  709 1，063  
3  738 1，227  
3  766 1，208  
3  765 1，244  
3 864 1，057  
6  957 1，253  
8  991 1．236  

283  
2，2058月大阪鉄道協会と合併  
2，177  
2，081  
2，112  
1，966  
1，777社団法人化  

1，784  
1，982  
1，993  
2，033  
1，951  
2，251  

26  2．310  

4
 
6
 
9
 
4
 
6
 
1
 
7
 
5
 
9
 
 
 
 
 
 
 
 
1
 
1
 
2
 
2
 
3
 
4
 
 

（出典）帝国鉄道協会編『帝国鉄道協会三十年史』（1928年）31頁。  

（備考）大阪鉄道協会は1898年7月設立（正員233名、準貞725名）。なお1899年8月時点で帝国鉄道協会に引き継がれた会員  

数は正員257名、準貞1218名である。  

1899年9月に大阪支部から新たに選出された評  

議員の構成をみると、①12人のうち8人が大阪  

鉄道協会役員から選ばれ、残りの4人は新規に  

選出された、②新規選出の4人はすべて事務系  

の鉄道経営者である、③技術系（技術者）と経  

営系（専門経営者、資本家）の比率は4対8で  

経営系の方が多い、④所属機関は山陽鉄道4  

人、九州鉄道、関西鉄道、阪鶴鉄道、京都鉄道、  

豊州鉄道、銀行各1人、⑤年齢的には1840年代  

生ま・れ3人、50年代生まれ5人、60年代生まれ  

4人といった点が判明する。これらの点は、一  

見すると大阪から山陽鉄道を中心とする西日本  

の民営鉄道関係者が役員に就任したことによっ  

て、官営鉄道の強い影響下にあった旧帝国鉄道  

協会の性格が変化したかのようにみえる。   

しかし第12表から、最高意志決定機関である  

理事会の構成員の変化をみると、創立から1907  

年までに理事・会長に就任した21人中、大阪支  

部の出身者は1904年に理事に就任した牛場卓蔵  

（山陽鉄道専務）のみと、極端に少ない点が判  

明する。もちろん理事の多くが1850年代生まれ  

（14人）を中心としており、大阪支部の中核で  

あった1860年代生まれの若い世代は、年齢的に  

理事に就任するのが難しかったという事情も推  

察できる。しかし大阪支部からも南清をはじめ  

とする1850年代生まれの世代が多く評議員に選  

出されているので、当該期間を通じて大阪から  

一人しか理事に就任していないというのは、合  

併の経緯を考えるとやはり不自然である。さら  

に注目できるのは、1902年前後に大幅な理事の  

交代が見られる点である。1902年以前の理事  

は、工部大学校卒（3人）とアメリカ・レンセ  

ラー工大への留学経験者（3人）の比重が高い、  

参宮鉄道、北越鉄道、甲武鉄道といった中規模  

鉄道会社の関係者が多いといった特徴を持って  

いた。これに村して、1903年以降になると、①  

鉄道協会設立に際して最初の旗振り役になった  

工部大学校関係者が皆無になった、②民営鉄道  

では中規模鉄道に代わり九州鉄道、山陽鉄道、  

北海道炭横鉄道といった幹線鉄道が理事を送り  

込んだ、③官営鉄道関係者（台湾総督府鉄道部  

を含む）の比重がさらに高まったといった変化  
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′ 第12表 帝国鉄道協会理事の推移（1899～1907年）  

氏名   189昨190昨1901年1902年1903年190峰1905年190時190咋  就任時所属機関・職名 生没年 学歴   備考   

渡辺洪基  理事・副会ゎ   参宮鉄道・社長  1847－1901開成所、鼻應義塾   東京・発起人   

松本荘一郎  理事・副会長    ．   鉄道作業局・長官  1848－1gO3レンセラー工大187昨卒  東京・発起人   

笠井愛次郎  理事・幹事    ，   土木請負業  1857－1935工部大学校・土木1882年卒  東京・発起人   

平井晴二郎  理事  副会長   鉄道作業局・運輸部長  1856－1926レンセラー工大187昨卒  東京・発起人   

渡辺嘉一  理事一→   北越鉄道・専務取締役  1858－1932工部大学校・土木188昨卒  東京・発起人   

毛利重輔  理事   日本鉄道・社長  1847－1901レンセラー工大187昨中退  東京・発起人   

大塚勝太郎  理事   鉄道局・庶務課長参事官 1868－1949帝大億188昨卒   東京・発起人  

中村雄次郎  理事    ，   陸軍・次官  1852－1928仏留学・軍事187峰   

末延道成  理事  副会長  東京海上保険・専務取締役1855－1932東大・法187昨卒   

川上操六  会長   参註総長・鉄道会議藷長 1848－1899独留学・軍事188昨   

菅原恒覧  理事・主計     l   甲武鉄道・建築課長   東京・発起人                                                        1859－1940工部増大。土木188昨卒   

原口要  台湾総督府・鉄道部長  185ト1927レンセラー工大187昨卒   

野村龍太郎  鉄道局・設計営業課長心得1859－1943東大・理・土木1批年卒  

井上角五郎  北海道炭鉱鉄道噂務蛸役1859－1938慶應義塾1882年卒  

曽我祐準   理事（1902年副会長）   日本鉄道・社長  1843－1935長崎留学・軍事   

山田英太郎   理事一→   日本鉄道・庶務課長   1862－1946東京専門学校188昨卒   

古市公威   理事（190昨副会長トー（190時副会長  鉄道作業局・長官  1854－1934仏留学・土木1875－8昨   

図師民嘉   理事・主計   鉄道作業局・計理部長 1854－1922米留学・鹿理1876－7昨   

仙石貢   理事   （190時副会長  九州鉄道世長  185ト1931東大・理・土木187昨卒   東京・発起人  

牛場卓蔵   理事（190蜂副会長   山陽鉄道・専務蛸役会長1850－1922慶應義塾187綽卒   大阪・発起人・副会長   

児玉源太郎   会長    l   台湾総督・鉄道会議議長1853－1906欧米視察・軍事189卜9昨   

（出典）『帝国鉄道協会三十年史』（1928年）21－25頁、前掲『鉄道先人録』、備考欄は『鉄道時報』1号（1899年1月15日付）  

7頁。  

3、民7の割合であることがわかる。この比重  

は1899年末も1904年末も変わらない。前述した  

当該期における官営鉄道と民営鉄道の規模の割  

合（3対7）からみても安当な比率と思われる。  

次に所属機関をみると、必ずしも鉄道に限定さ  

れておらず、政府部門では陸海軍や府県、民間  

部門では鉄道車両メーカーや土木請負業者、貿  

易商社も若干含まれている。ただしその大半は  

やはり鉄道企業関係者であり、とくに官営鉄  

道、九州鉄道、山陽鉄道、日本鉄道といった大  

鉄道がその中心である。また各部門内でのカテ  

ゴリー別の構成比をみると、官営鉄道では技術  

系職員が圧倒的に多く、事務系職貞の比重は  

20％前後に過ぎないのに対して、民営鉄道では  

事務系職員が30％前後の比重を占めており、こ  

れに鉄道会社役員（20％）を合わせれば、技術  

系職員と括抗しているという特徴が見いだせ  

る。また技術系職員中の学卒者の割合は、政府  

部門が両時点を通じて65％前後であっ●たのに村  

が見られた。このうちとくに注目できるのは、  

②と③の変化であり、これは帝国鉄道協会に村  

する官営鉄道と大鉄道会社の組織的関与がさら  

に強まったことを示している。その意味で、両  

協会の合併は、旧帝国鉄道協会がもっていた官  

主導による業界の組織化という性格を変えるも  

のではなく、むしろ組織が全国に拡大すること  

で、その効果を強化する結果となったと思われ   

る。  

第2節 会貞の構成   

第11表からわかるように、帝国鉄道協会の会  

員数は、正会員の比重を高めながら戦前期を通  

して2000人前後の水準を維持し続けた。そこで  

鉄道国有化以前における正会員の構成を、創立  

時（1899年末）と1904年末の二時点を取り上げ  

て検討してみよう。第13表からまず政府部門と  

民間部門の比率をみると、二時点とも概ね官  
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第13表 帝国鉄道協会正会員の構成  

189昨12   月現在  190畔12   月現在  

技術系職員内大卒  事務系接点  役員  教育  その他  不明  合計全体比  技術系職員内大卒  事務系職員  役員  教育  その他  不明  合計全体比   

政府部門鉄道作業局   79 59   10717．2％   89 65   11517．帆   

鉄道局   8  4   111．8％   15 11   213．1％   

北海道鉄道部   7  5   81．3％   9  8   101．訊   

台湾総督府   9  4   13 2．1％   16  7   22 3．3％   

陸海軍   10  2   101．6％   10 1   101．5％   

府県   6  3   61．0％   1 1   10．1％   

その他   1 0   8  13 2．1％   1 1   18 2．7％   

政府小計   120 77  168 27．1％  141 94  197 29．1％   

民間部門九州鉄道   35 13   ・3   56 9．0％   3111   48 7．1％   

山陽鉄道   28  7   55 8．9％   31 7   56 8．3％   

日本鉄道   18 12   54 8．7％   25 18   56 8．3％   

北海道炭頑鉄道   3  3   111．8％   1 1   101．訊   

関西鉄道   2  2   81．3％   5  4   101．5％   

他鉄道会社   59 14   154 24．8％   57 22   143 21．訊   

その他   59 23   1  8613．鍋   81 43   136 20．1％   

民間小計   m  424 68．3％  231106    団  R  B  459 67．鍋   

不明  凶  29 4．7％  田  20 3．0％   

合計   324151  田  凶  ．8  田  団  621100．0％  372 200  田  団  蛤  田  田  676100．仇   

（出典）『帝国鉄道協会会員氏名録』各年。  
（備考）大卒者（学士以上）には留学も含める。ちなみに事務系の大卒者は1899年が15人、1904年は25人。  

して、民間部門では1899年末の36．3％から1904  

年末の45．9％へと大きく増加している。これは  

高等教育機関の増設もあって、学卒者が増加し  

たことに加え、民間企業が政府より高い賃金を  

提示し、学卒者の吸収に努めた結果といえよ  

う。以上の点から、帝国鉄道協会が官と民、技  

術系と経営系、学卒と非学卒を問わず、鉄道関  

係者を幅広く組織していたことがわかる。   

では帝国鉄道協会の会員は、鉄道職員層のな  

かでどのような位置を占めていたのであろう  

か。ここでは『帝国鉄道要鑑第一版』を用いて、  

1900年4月段階における主要鉄道企業（営業距  

離上位10社）のミドル層を摘出し、その中に占  

める帝国鉄道協会会員の割合をみてみよう。第  

14表からわかるように、各企業によって若干の  

ばらつきはあるものの、当該期には概ねミドル  

層の50～80％が鉄道協会に加入していた。上位  

10社の合計でみるとミドル層の中にしめる帝国  

鉄道協会会員の比重は74％となっている。また  

技術系に限ってその比率をみると、約80％とさ  

らに高くなる。そのため同協会は、発足当初か  

ら技術系を中心に主要鉄道企業のミドル層の過  

半を組織していたといえよう。  

第3節 帝国鉄道協会の活動   

最後に帝国鉄道協会の活動を検討したい。創  

立期における同協会の活動は、（∋『帝国鉄道協  

会々報』（年6回発行）の発刊、②『鉄道時報』  

の買い上げ、③鉄道事業に関する調査委貞会の  

設置と政府への提言といった三つの分野から  

なっていた。①は同協会の機関誌であり、その  

内容は、「論説及報告」、「桑報」、「法令」▼、「本  

会紀事」、「会員消息」、「本会役員、新入会員一  

覧」からなっている。このうち「論説及報告」  

には鉄道建設工事報告や蒸気機関等に関する研  

究報告が掲載されるだけでなく、有名な南清  

「鉄道経営ノ方針」とそれに対する大沢界雄の  
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第14表 主要鉄道企業ミドル層における帝国鉄道協会の会員比率  

（19在）  
会員数 会員数計  

89  78．1％  

65  84．4％  

35  66．0％  

17  70．8％  

39  69．6％  

26  83．9％  

36  83．7％  

12  92．3％  

人数 正会  

菅晋窮（技師、事如以上） 114  
うち技術系  77  

日本鉄道（技師、主事以上）  53  35  
うち技術系  24  

九州鉄道（技師、所長以上）  56  39  
うち技術系  31  

山陽鉄道（主任以上）  43  36  
うち技術系  13  

北海道炭碗鉄道（技師、所長以上） 15  6  

うち技術系  10  

65  

17  

26  

12  

5  

2  

3  

3  

4  

5  

8  53．3％  

6  60．0％  

6  75．0％  

2  66．7％  

6  85．7％  

3  100．0％  

5  71．4％  

3  100．0％  

6  66．7％  

4  57．1％  

12  80．0％  

5  62．5％  

関西鉄道（技士、係長以上）  
うち技術系  

北越鉄道（主任以上）  

うち技術系  

総武鉄道（主事以上）  

うち技術系  

阪鶴鉄道（主任以上）  

うち技術系  

豊州鉄道（主任以上）  

うち技術系  

8  6  

3  

7  6  

3  

7  5  

3  

9  6  

7  

15  12  

8  

ミドル層合計  327  240  2  242  74．0％  

∵ 79・9％  

（出典）木下立安編『帝国鉄道要鑑第一版』（鉄道時報局、1900年）、『帝国鉄道協会会員氏名録』（1899年12月現在）。  
（備考）1899年末段階における営業距離上位10社を掲載。  

発行が「鉄道事業ノ改良進歩ヲ資ケ兼テ会貞ノ  

親睦ヲ図ル」という同協会の目的達成のための、  

重要な手段となっていたことがうかがえる。  

『帝国鉄道協会会報』が提供する情報が技術  

系に偏りがちな点を補ったのが、『鉄道時報』の  

存在である。鉄道時報局が発行する『鉄道時  

報』は、元々大阪・鉄道協会の機関誌であった  

が、前述した帝国鉄道協会の成立にともない、  

独立会計となるかわりに、同協会が会員配布分  

を一部4銭で買い上げるという形で刊行を助成  

することになった31）。同誌は「会報」ではなく、  

一般読者向けの鉄道専門誌であったため、その  

内容は極めて多岐にわたる。しかし同誌の最大  

の特徴は、老川慶喜氏も指摘するように、各鉄  

道会社の最新の経営動向や株価の動向、企業広  

反論29）のような鉄道業全般に関わる問題提起も  

紹介された。また「桑報」では、技術面、経営  

面を問わず、国内外の鉄道事業に関する情報を  

幅広く掲載している。「法令」は鉄道に関わる  

新たな法令を逐一紹介し、場合によってはその  

解説を行った。一方、「本会紀事」以下は協会の  

運営に関する情報の開示を目的としており、役  

員会の決議録や会員の異動などを詳細に報じて  

いる。10名前後の編集委員の多くが技術者で  

あった30）ため、論説などが技術分野に偏りがち  

な傾向があるものの、『帝国鉄道協会会報』の掟  

僕する情報は概して精度が高く、その継続的な  

29）『帝国鉄道協会会報』第1巻第5号（1900年1月）、   

476－503頁  

30）例えば創立期の編集委貞は1899年が技術系6、事   

務系3、1900年が技術系8、事務系3であった。『帝   
国鉄道協会会報』第1巻第1号（1899年5月）およ   

び第1巻第6号（1900年4月）。  31）前掲老川「『鉄道時報』解題」iv頁。  
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告の掲載といった経営面の記事が充実している  

点や、広く投稿を呼びかけて読者に誌面を提供  

している点にある32）。その意味では、鉄道従業  

貞組織の結成を最初に構想した南清たちが、そ  

の組織に期待した会員間の相互「討究」によっ  

て鉄道知識の共有をはかるという効用は、『鉄道  

時報』によって実現されたといえよう。   

これに対して、帝国鉄道協会の3番目の活動  

である鉄道事業に関する調査委貞会は、むしろ  

同協会の政府諮問機関としての役割を反映する  

ものであった。第15表は1912年までに同協会が  

設置した委貞会の一覧である。連絡輸送、鉄道  

第70巻 第4・5合併号  

課税、規程修正といった問題はいずれも1900年   

代初頭の日本鉄道業が直面していた重要課題で   

あった。これらの問題に対する実地調査を行   

い、関係者の意見を集約することは、鉄道業界   

にとっても、また政府にとっても有益であった   

と思われる。さらに各委員会のトップには田健   

次郎（逓信次官）、松本荘一郎（鉄道作業局長   

官）、原口要（台湾総督府鉄道部長）といった   

政府関係者が就任し、議論をリードした。例え   

ば1900年11月27日に開催された全国鉄道連絡輸   

送取調委員会には、第16表に掲げた8名が出席  

し、中央精算所設置の可否、ターミナルチャー  

第15表 帝国鉄道協会調査委貞会一覧  

会名  年月日  香  長   委員  調査内容  

全国鉄道連絡  送取調委1900年10月29日  田 健治郎 未延道成、山  旅客、荷物、連帯運輸収入、同  
分配、車輌料金、同計算   

鉄道会社への課税問題の調査  

員会  （逓信次官）   

鉄道課税問題調査委員会1901年7月12日 松本荘一郎  
（鉄道作業局長  

官）  

鉄道諸規程修正意見調査1901年7月12日 原口 要  
委員会  （台湾総督府鉄  

道部長）  

井上角五郎、木下立安  

鉄道営業法・諸規程に関する調  

査  

（出典）日本交通協会『七十年史』（1967年）pp．絡37  

第16表 全国鉄道連絡輸送取調委員会の活動  

開催日  

幹事  

出席委員  

1900年11月27日  

笠井愛次郎  

田健次郎（逓信次官）、大塚勝太郎（鉄道局長官）、平井晴  
二郎（鉄道作業局運輸部長）、岡正英（鉄道作業局技師）、  
末延道成（山陽鉄道取締役）、久保扶桑（日本鉄道運輸課  
長）、村上彰一（日本鉄道貨物掛長）、神原伊三郎（日本鉄  
道運輸課参事）  

鉄道問および鉄道・船舶間の連絡輸送の調査方針の決  

定と調査委員の選出  

1）中央精算所設置の可否、2）ターミナルチャージ徴収の  
可否、3）連絡輸送計算法の簡易化  

選出調査委員：平井晴二郎、岡正英、村上彰一  

議題  

主な議論内容  

その他  

（出典）『鉄道時報』1900年12月  

32）前掲老川「『鉄道時報』解題」Ⅴ頁。  
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ジ徴収の可否、連絡輸送計算法の簡易化などに  

ついて調査を行うことが議論された。その出席  

者の顔ぶれをみると、運輸の専門家は官営鉄道  

と日本鉄道からしか参加しておらず、しかも日  

本鉄道からの出席者は実務担当者が中心であっ  

た。さらに互選によって選出された調査委貞が  

鉄道作業局運輸部長・平井晴二郎と同技師・岡  

正英、日本鉄道運輸課貨物掛長・村上彰一で  

あったことを考えると、この委員会が官営鉄道  

関係者の主導で動いていたことは間違いない。  

それは官営鉄道主導によって鉄道業界を組織化  

するという、鉄道当局が帝国鉄道協会に期待し  

た機能の、一つの発現形態であった。  

鉄道会社の利害と中小鉄道会社の利害が必ずし  

も一致しないため、多くの場合、計画倒れに  

なった。   

このような状況を打開するために、1898年に  

設立されたのが帝国鉄道協会である。この団体  

は、個人会員を基礎とした鉄道関係者（官営鉄  

道を含む）の同業者団体であり、会員数は明治  

期を通して2000名前後で推移した。同協会は  

『帝国鉄道協会会報』の刊行と『鉄道時報』の  

刊行助成に携わることで、鉄道業界全体におけ  

る情報の共有化と「鉄道員」という職業意識の  

形成を促進し、さらに各種の委貞会を立ち上げ  

て鉄道業の実態調査や鉄道企業間の意見集約を  

図るなどの活動を行った。それは多くの事業主  

体が併存し、部分的には競争的な関係にありな  

がらも、全体的には協調的な拡大を遂げるとい  

う明治期鉄道業の発展パターンを支える、一つ  

の重要な要素であったと思われる。   

また帝国鉄道協会は鉄道業に従事している技  

術者や経営者を幅広く組織しており、その会員  

構成を検討することは、明治期における鉄道職  

員層の分析を行うためにも必要と思われる。た  

だ本稿では、紙幅の関係もあり、その具体的な  

分析を行うことはできなかった。今後の課題と  

したい33）。  

おわりに   

以上、本稿では帝国鉄道協会に焦点をあてな  

がら、日本鉄道業の発展を支えた業界団体の役  

割について考えてきた。   

40を超える事業主体によって建設・運営が行  

われていた明治中後期の鉄道業界では、各事業  

者間の意思疎通や意見の集約、技術知識の共  

有、従業員の円滑な供給といった問題は、極め  

て重要な課題であった。そこで民営鉄道各社で  

は、日清戦争前後から私設鉄道懇話会という懇  

談会を年に2回程度各社持ち回りで開催し、意  

見の交換を行ってきた。しかしこの懇談会は、  

メンバーシップが明確に確定しておらず、また  

最大の事業体である官営鉄道が関与していない  

という点で、業界全体を組織する団体というわ  

けではなかった。そのためもあり、技術情報の  

獲得や専門的従業員養成の促進といった当該期  

の鉄道業が直面していた喫緊の課題について  

も、それを解決する手段をもたなかった。さら  

に仮に何らかの事業を展開しようとしても、大  

〔東京大学社会科研究所 助教授〕  

（追記）本稿の執筆に際して、史料閲覧等で他日  

本交通協会図書室にお世話になった。記  

して深く感謝の意を示したい。なお本稿  

33）・筆者は現在、帝国鉄道協会会員名簿のデータベー   

ス化を進めており、その成果の一部は中村尚史『近   

代日本における鉄道技術の形成と鉄道業』（平成9～  

12年度科学研究費補助金研究成果報告書、2001年3   
月）で紹介している。  
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